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　 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

平均 10.00 10.00 10.02 10.02 10.02 10.02 10.01 10.05 9.96 9.95

標準偏差 0.071 0.101 0.147 0.174 0.209 0.238 0.248 0.303 0.250 0.250

最高料率 10.21 10.33 10.47 10.61 10.75 10.73 10.68 11.00 10.51 10.42

最低料率 9.86 9.79 9.69 9.63 9.63 9.58 9.50 9.51 9.33 9.35

0.35 0.54 0.78 0.98 1.12 1.15 1.18 1.49 1.18 1.07

激変緩和率 0.30 0.44 0.58 0.72 0.86 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

インセンティブ（％） - - - - - 0.004 0.007 0.007 0.010 0.010

最高料率-最低料率

都道府県単位保険料率の推移

※標準偏差とは、平均値からのばらつき具合を測る指標。値が大きくなるほど、ばらつきは大きい。

○ ここ数年の保険料率の標準偏差の推移をみると、令和２年度までは、激変緩和措置の影響により前年度と比べて大きくなっており、令和４年度の
標準偏差については、新型コロナウイルス感染症の影響により大きくなったが、令和６年度の標準偏差については、令和３年度と同程度となった。
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　 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

平均 10.00 10.01 10.02 10.02 10.02 10.02 10.01 10.06 9.96 9.96

標準偏差 0.235 0.230 0.248 0.241 0.244 0.240 0.247 0.301 0.253 0.259

最高料率 10.66 10.73 10.79 10.84 10.87 10.77 10.70 10.99 10.54 10.61

最低料率 9.55 9.53 9.48 9.49 9.56 9.59 9.52 9.54 9.34 9.37

1.10 1.20 1.31 1.35 1.31 1.18 1.18 1.46 1.20 1.25最高料率-最低料率

都道府県単位保険料率（激変緩和前、インセンティブ反映前）の推移

○ 激変緩和前の保険料率の標準偏差の推移をみると、新型コロナウイルス感染症の影響により大きくなった令和４年度を除き、同程度で推移している。

※標準偏差とは、平均値からのばらつき具合を測る指標。値が大きくなるほど、ばらつきは大きい。
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○ 令和６年度都道府県単位保険料率に係る広報については、都道府県単位保険料率と保険料率設定の仕組みを周知

し、加入者・事業主の取組で保険料率が下がる仕組みであることを理解いただく。

○ 医療費の伸びを抑えるためには、加入者・事業主が健康づくりに取り組むことが重要であることを理解いただく。

１．広報の目的

令和６年度 保険料率改定に係る広報の対応について

○ Webによる広報

・特設ページを開設し、WEB広告を配信する。

○ 紙媒体による広報物の作成

・リーフレット(保険料額表)、ポスターを作成

・リーフレットは２月発送分の納入告知書に同封し、事業所へ送付

２．本部における対応
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○ 新聞広告による広報

・令和６年度保険料率 ・・・ 地方第一紙（全5段もしくは全３段広告）

○ 関係団体（商工会議所、商工会、中小企業団体中央会等）

・更なる保健事業の充実、令和６年度保険料率 ・・・ 訪問を通じて、機関紙、会報誌への記事掲載等を依頼

○ その他支部独自の広報

３．支部における対応

【料率広報（宮崎日日新聞）】R6.3.14 R6.3.25
※下記データはサンプルです
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「宮崎商工会議所ニュース」 「労働みやざき」

支部による広報
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令和6年 1月 2月 3月 4月

WEB特設ページ

WEB広告

料額表、ポスター

関係団体を通じた広報

メールマガジン、
健康保険委員向け広報誌

新聞広告

令和６年度保険料率広報に係るスケジュール（予定）

WEB特設ページ公開

WEB広告
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2月納入告知書へ料額表を同封

：本部実施 ：支部実施

地方紙に広告掲載を2回

メールマガジン、健康保険委員向け広報誌

関係団体の会報誌等への掲載

料率認可

関係団体等への配布


